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序     文 
 

昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力への期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA活用の必要性・重要性が

うたわれてきています。このような状況を受けて、2008年（平成 20年）度より「地球規模課題に

対応する科学技術協力」事業が新設されました。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症

等の分野において、わが国と開発途上国の共同での技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じ

て、わが国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としています。

なお、本事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（JST）、外務省、独立行政法人国

際協力機構（JICA）の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が、開発途上国に

対する支援は JICAが行うこととなっています。 

日本国政府は、エジプト・アラブ共和国政府からの地球規模課題対応国際科学技術協力事業

（SATREPS）の要請に基づき、2009年 6月 1日から 5年間の予定で「ナイル流域における食糧・

燃料の持続的生産プロジェクト」を実施しています。 

本プロジェクトによる協力期間の中盤にあたり、事業の進捗状況を把握するとともに、プロジ

ェクト後半の運営において日本側及びエジプト政府が取るべき措置を提言することを目的として、

当機構は 2012年 2月 22日から同年 3月 12日にかけて、当機構農村開発部参事役・仲田俊一を団

長とする中間レビュー調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取り

まとめたものであり、本プロジェクト実施にあたり、広く関係者に活用されることを願うもので

す。 

最後に、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。 

 

平成 25年 1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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 ザンカロン圃場。蒸発散量の計測用の 

渦相関システムが設置されている。 

   

バハル・アブシャン用水路の 

水位計設置場所 イスマイリア圃場。機材は“Weather Hawk”  

   

関係者とミニッツ内容について協議する。  ミニッツ署名交換 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：エジプト・アラブ共和国 案件名：ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プ

ロジェクト 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト（SATREPS） 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第二課 協力金額（2012年 2月現在）：2.47億円 

協力期間 （R/D）：2009 年 6 月 1 日

～2014年 5月 31日 

先方関係機関： 

カイロ大学農学部、国立水資源研究センター、国立農業

研究センター 

日本側協力機関名：筑波大学、鳥取大学 

他の関連協力：水管理改善プロジェクト 2 

１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、急激な人口増加（年率 2％）に

対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大とが主な開発課題として挙げられて

いる。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると

考えられることに加え、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源

の大部分を賄うナイル河からの取水はスーダンとの二国間の協定（ナイル河協定、1954 年）に

より年間 555 億トンに制限されていること、エジプトの年間降水量が 25mm 程度（カイロ）で

あることから、同国での新たな水資源の開発も困難である。このため同国は、ナイルデルタ地

域の農業用水の有効利用を図ることで発生した余剰水により、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に

灌漑農地を拡大し、食糧生産の増大を図ろうとしている。また、農業セクターは就業人口の 3

割を抱え、その多くが小規模農地の貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の

開発・拡大を通じて、就業人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとして

いる。 

これに対して、わが国はこれまで、農民参加型による水管理組織の強化、取水堰の改修や揚

水ポンプの交換や機械化の促進による効率的な水管理や農業生産の効率化に関する支援を実施

してきた。 

同国の第 6 次国家社会経済開発計画（2007 年 8 月～2011 年 12 月）においては、新たな農地

の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017年を目標年に掲

げる国家水資源計画（National Water Resource Plan：NWRP）の施策は具体性に乏しい。このた

め、アスワンハイダムの建設により洪水が排除された後の塩類集積による土壌への影響、塩類

集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用で

きていない排水の再利用の可能性等を把握したうえで、農業用水の有効利用を図るための包括

的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、大学等の研究機関がデータや知見に基づいて

現状を分析し、改善策を提示することが求められている。 

このような背景の下、ナイルデルタ地域における節水的な水管理の方策を示す目的でエジプ

ト政府はわが国に対して地球規模課題対応国際科学技術協力プロジェクトの実施要請を行っ

た。これを受け、日本側は 2009年 6月から 5年間の予定で本プロジェクトを開始した。 

今回実施の中間レビュー調査はエジプト側と合同で実施し、これまでの研究活動の進捗状況

を把握するとともに、評価５項目の観点から総合的評価を行うことにより、今後のプロジェク

ト活動のために必要な方策を提言することを目的とした。 
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標： 

社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農業生産の増

大と雇用機会の拡大に貢献する。 

 

（２）プロジェクト目標： 

急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度化を図りなが

ら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

 

（３）アウトプット： 

１．用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

２．圃場の塩害防止の方策が提示される。 

３．適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

４．食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可

能性が示される。 

 

１－３ 投入（2012年 2月まで） 

日本側：  総額 2.47億円 

研究者 延べ 81名 機材供与 1.29億円 

長期専門家 2名 ローカルコスト負担 0.18億円 

本邦研修員受入 12名 

エジプト側：カウンターパート（C/P）配置  33名 

      土地施設提供、執務室 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査者 １．仲田 俊一（総括）独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部 参事役 

２．久保 英之（評価分析）グローバルリンクマネージメント株式会社 自然資源・

環境分野専門家 

３．岩崎 真紀子（協力計画）JICA 農村開発部 畑作地帯グループ 畑作地帯第

二課 調査役 

４．安岡 善文（科学技術計画・評価）国立大学法人東京大学 名誉教授 

５．佐藤 雅之（科学技術計画・評価）独立行政法人科学技術振興機構 地球規模課

題国際協力室 参事役 

６．Prof. Abd El Alim Metwally カイロ大学農学部教授（農学） 

７．Prof. A. M. Elberry カイロ大学農学部農業工学科教授（灌漑） 

８．Prof. Mohamed Lotfy Nasr 水 管 理 研 究 所 （ Water Management Research 

Institute：WMRI）教授（水経済） 

９．Prof. Hamdi Khalifa 国立農業研究センター（Agricultural Research Center：

ARC）土壌水環境研究所教授（土壌及び水） 

調査期間 2012年 2月 22日～2012年 3月 12日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

研究グループ１／水塩収支分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・作物生育期において、蒸発量は蒸発散量の約 60％を占めた（これは、節水量の上限を示すも
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のである）。 

・蒸発量は、高い地下水位の影響を強く受けている可能性がある。 

・空隙率 10～50％のカジュアリーナ（Casualina）防風林では、樹木の蒸散量を考慮したとして

も、蒸発散量は約半分に減少すると推定される。 

・ナイルデルタにおいて、水田を含む土地被覆状況を特定するための画像解析手法が開発され

た。 

・水塩収支モデルが現在開発途上にあり、モデル構築・検証のためのデータ収集が進んでいる。

 

研究グループ２／用水管理分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・バハル・アブシャン用水路（伝統的な灌漑手法が実践されている）及びバハル・ヌール支線

用水路（改良された灌漑手法が実践されている）における水配分の実態が明らかにされた。

・マルワにおける灌漑面積当たりの水供給能力が、水配分及び灌漑用水管理にかかわる農民の

行動を規定する最大の要因であることが判明した。 

・節水方法（長期間断灌漑または水供給量の削減）の違いによって、農民グループごと（上流・

下流）に受ける影響が異なることが判明した。 

 

研究グループ３／土壌の肥沃性分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・灌漑用水の塩濃度と土壌塩分量に高い相関があることが判明した。 

・土壌粒子表面の Na/Caイオン比が土壌の透水性を決めていることが示された。 

・これまでのところ、過去に水田として利用した頻度が高い圃場で除塩が進んでいるという傾

向は観察されていない。 

 

研究グループ４／食料生産分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

・（2010年夏作トウモロコシ）マルチ処理区は表面灌漑区と同等かやや低収。 

・（2010年冬作テンサイ）点滴灌漑区は低収、長期間断灌漑区の実用性は高いと判断された。 

・（2011年夏作トウモロコシ）細溝灌漑の成績は表面灌漑に近い。 

・ジャトロファ及びヒマは塩化ナトリウム（NaCl）濃度 4,000ppm程度の塩ストレス下において栽

培可能であることが示された。 

・点滴灌漑で栽培されたトウモロコシの飼料価が表面灌漑のものより低いことが示された。 

 

研究グループ５／バイオエネルギー分野におけるこれまでの主な成果・知見： 

（農業排水を利用した燃料作物栽培データを収集中） 

 

全体の研究体系 
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上図は、本プロジェクトの全体像を理解するための試みとして調査団が作成した体系図で、

主なポイントは以下のとおりである。 

・これまでの研究成果より、ナイルデルタにおける水利用形態は既に節水的であることが判明

しているため、プロジェクトの基本的な考え方として、現在の水利用体系を前提としたうえ

で、さらに改善する方法を検討していくというアプローチが採用されている。 

・節水オプションとして、圃場レベル及びマルワ・メスカ・支線水路レベルでそれぞれ異なる

オプションがあり、どのオプションの組み合わせ（水利用の体系）が最も適切なのかを検証

することが本プロジェクトにおける最終的な提言につながっていく。 

・矢印の出発点に記された各々の研究テーマ（及び数字で示された各々の研究項目）への取り

組みを通じて、オプション選択に係る知見が産出される。 

 

プロジェクト目標： 

本案件のプロジェクト目標は、プロジェクトの最終段階において、それまでの研究成果を総

合的に分析・考察した結果として提案されるものであることから、中間レビュー調査時点にお

いて検証すべき事項は特にない。むしろ、上述したように、①研究項目ごとの進捗・成果産出

状況、及び②全体の研究体系に照らし合わせた成果産出状況、をレビューすることが重要であ

り、これによってプロジェクト目標達成に係る研究活動の進捗度合が把握される。 

 

３－２ 実施のプロセス 

（１）活動の進捗状況 

・2011 年に発生したエジプトでの革命、東日本大震災及び福島での原発事故により、研

究活動は停滞を余儀なくされた。特に、デルタレベルにおける水塩収支観測は、水位

計及び超音波ドップラー流向流速計（Acoustic Doppler Current Profiler：ADCP）の設置

が遅れたため、1年の遅れが生じている。 

・プロジェクト開始当初、エジプト側・日本側研究者間で誤解が生じたことから、研究

活動への取り組み開始が遅れた。 

・バイオエネルギーグループの研究項目 5-1及び 5-4は、具体的な進捗がみられないため、

第 4回合同運営委員会において研究活動を取りやめることが決定された。 

・圃場管理において、点滴灌漑の機材維持が適切に行われず、収量が低くなる結果とな

った（当初計画では収量維持という前提）。 

・圃場管理において、施肥などの諸作業が適切に実施されなかったため、異なる灌漑方

法による収量の差を厳密に比較検討する作業ができていない。 

・用水路・排水路に設置した水位計の一部が盗難に遭った。予算上、予備品のストック

ができず、代替品調達に時間を要したため、その間の水位データ収集に支障が生じた。

 

（２）コミュニケーション及びマネジメント 

・プロジェクトの枠組みに関する誤解： プロジェクト開始当初、エジプト側及び日本

側研究者の間でプロジェクトの枠組みについて誤解が生じた。エジプト側研究者は、

JICA が欧米援助機関と同様に研究資金及び手当てを彼らに提供するものだと考えてい

た。中間レビュー調査時点において、エジプト側研究者は JICAの枠組みが欧米援助機

関とは異なることを完全に理解しているが、誤解解消には時間を要したため、研究活

動への取り組み開始が遅れることとなった。 

・計画過程における情報共有の欠如： これまで、研究活動の計画は基本的に日本側研

究者によって行われ、エジプト側研究者との情報共有は計画実施の段階で行われてき

た。このため、エジプト側研究者のなかには研究計画の内容を十分に理解することな
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く実施にかかわる事例もみられた。例えば、サッハ圃場の管理は施肥・除草などが適

切に行われていないという問題が指摘されてきたが、これも、研究計画の立案過程に

おいて双方が十分に議論を行っていなかったことに主な原因がある。日本側研究者は

既にこの問題点を理解しており、計画段階においてエジプト側研究者と議論を行う試

みに取り組み始めている。 

・エジプト側研究者の旅費負担： エジプト側研究者に対する旅費は、プロジェクトの

初年度、2年度目は日本側が負担し、3年度目以降はエジプト側が負担することで合意

がなされている。しかし、エジプトの経済状況悪化等の理由により、この合意はまだ

完全には実施されていない。また、輸入機材の通関経費についても、エジプト側が負

担することとなっているが十分には実施されていない。このため、機材の通関が遅れ、

研究活動の実施に支障が生じている。今回の調査において、カイロ大学農学部からは

大学に所属する研究者の旅費及び通関経費については大学側で負担するとの言質を得

たが、国立水資源研究センター（National Water Research Center：NWRC）については、

政府に対して旅費の予算申請を行ったが承認されなかったため負担は困難との見解が

示された。ARC についても、経費負担の具体的な見通しは得られていない。このよう

に、旅費問題は依然として解決の見通しが立たない状況である。 

・研究者の積極的関与： 本プロジェクトは当初よりさまざまな課題を抱えてきている

が、プロジェクトリーダーをはじめ、日本側・エジプト側とも積極的に研究活動の推

進に貢献している研究者がいるため、中間レビュー調査の時点において一定水準の知

見を産出するに至っている。 

 

（３）C/Pの能力向上 

これまで、渦相関システムからのデータダウンロードとデータ解析（カイロ大学の研究

者のみ）、水路における水位測定とポンプの温度測定、ADCPを用いた流量測定、飼料価の

測定、についてエジプト側への技術移転が行われた。 

 

（４）研究成果の発現に係る貢献要因と阻害要因 

貢献要因 

・本プロジェクトの主旨が水利・灌漑・農業問題にかかわる関係機関（特に、政府系研

究所である WMRI及び農業研究所）の政策課題に合致していること 

・日本側プロジェクトリーダーとエジプト側 C/P 機関幹部との間に強い信頼関係が築か

れたこと 

阻害要因 

・プロジェクトマネジャーに専門分野の異なる研究者が配置されてしまったこと 

・プロジェクトの実施枠組み及び計画に係る事前の情報共有の重要性について、日本側

研究者が十分な注意を払わなかったこと 

 

３－３ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、新たな灌漑農地の開発に必要となる水資源を確保するというエジプ

トのニーズに十分合致する。 

エジプトの第 6 次国家社会経済開発計画は、生活水準の向上、国民参加型の開発、政治

改革などを主な計画目標とする。これらの目標を達成する手段として、新たな農地の拡大

を通じた農業・灌漑開発を優先分野として挙げている。同様に、同国が 2017年を目標年に

掲げる NWRPにおいても排水の再利用、水・塩収支解析、沿岸砂漠地帯における塩類集積
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の防止など水資源管理・活用方法の総合的見直しの重要性を指摘している。本プロジェク

トはこれら両課題に水資源の高度利用化の観点から対策を示すものである。 

本プロジェクトはデルタ地域における効率的な水管理を実現することであり、そのため

の手段として統合的な方法論を採用している。すなわち、圃場・マルワ／メスカ・支線水

路・幹線水路（デルタ）という異なるレベルで研究活動を実施し、水塩収支・灌漑管理・

塩類集積・作物栽培・燃料作物生産という広範な研究対象を設定している。このような包

括的な視点は、デルタ地域における高度な水利用のあり方を提案するという課題に取り組

む手段として極めて適切であるといえる。 

 

（２）有効性 

現在、各々の研究項目がどのような形で最終的な提言に結び付いていくのかという研究

項目の統合化が行われている。基本的な構成としては、圃場レベルにおける水利用のあり

方と、水路レベルにおける水・排水管理のあり方を包括的に検討するという枠組みである。

このような統合化を通じて、デルタ地域における高度な水利用の方策が具体的に示される

ものと見込まれる。 

プロジェクトでは、既に、圃場における水収支及びメスカ／マルワにおける水管理実態

を明らかにしており、これらの研究成果は効率的な節水方法を検討する際の基礎的な知見

となる。また、支線／幹線水路・デルタにおける水塩収支、排水利用による燃料作物生産、

土壌中の塩分挙動に関するデータ収集も進んでおり、これらの研究活動もデルタ地域にお

ける高度な水利用に係る重要な知見を産出するものと期待される。 

 

（３）効率性 

これまで、エジプト革命や東日本大震災の発生により、日本側研究者の派遣及び機材の

供与が遅れ、プロジェクトの進展が一部滞っていたが、中間レビュー調査時点においては

多くの投入がほぼ計画どおりに実施され、研究成果の産出及び研究活動の推進に結び付い

ている。 

しかし、上記３－２の（２）で述べたとおり、コミュニケーション及びマネジメントに

関しては課題が多く、エジプト革命及び東日本大震災を原因とする遅延以外にも、エジプ

ト側研究者に対する渦相関システムの研修が不十分であるなど、投入が十分に生かされて

いない状況も一部にみられる。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトの目標は、デルタにおいて効率的な水管理を行い、沙漠での農地開発に

水を供給するというエジプトの国家政策と一致していることから、本プロジェクトの研究

成果が政策立案・実施において利用される可能性は非常に高いといえる。 

プロジェクト実施による負のインパクトは見込まれないが、デルタ地域における節水型

の水管理政策実施は農民の水利用形態を一部変えることを意味するため、政策実施に際し

ては十分な配慮が必要となる。 

 

（５）持続性 

水位計・温度センサー・渦相関システム・ADCPなどの機材導入を通じて、エジプト側研

究者は新たな研究手法に関する知識と技術を習得した。依然として研修は必要であるが、

基本的に、プロジェクト終了後も彼ら自身で研究活動を継続していける水準に達しつつあ

ると考えられる。 

ただし、渦相関システムなどの高価な機材については、日常の維持管理については問題
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ないものの、重大な故障が生じた場合には、外国メーカーに修理を依頼する必要があるた

め、修理費がかさみ、C/P機関では対応できない可能性が高い。 

既に述べたとおり、本プロジェクトの研究項目は国家政策との整合性が高く、エジプト

側研究者がもつもともとの研究項目と重なることから、プロジェクト終了後も、本プロジ

ェクトで導入された研究方法などは持続的に利用される可能性がある。具体的には、渦相

関システムによる蒸発散量計測、防風林をもつ圃場における蒸発散減少量の推定、デルタ

レベルにおける水塩収支モデルの開発・シミュレーション、暗渠排水モニタリング、土壌

中の塩・汚染物質の挙動モニタリング、飼料価の測定、燃料作物の生産などの研究活動が

継続的に実施される可能性をもつ。 

 

３－４ 結 論 

本プロジェクトは、エジプト革命及び東日本大震災の影響を受けたことにより、一部の研究

活動に遅れが出ているものの、全体としては、リーダーをはじめとする日本側・エジプト側研

究者の熱意によりおおむね計画どおりに推移している。中間レビュー調査の時点において、プ

ロジェクトは既に一定水準の知見を産出しており、デルタ地域における高度な水管理のあり方

を提言すべく研究活動全体を統合する段階に入っている。マネジメントに関しては、日本側・

エジプト側研究者双方が計画プロセスを共有すること、エジプト側が必要経費を負担すること、

など依然として課題を抱えているが、既に解決に向けた試みは始まっている。このため、本案

件の進捗状況は、プロジェクト目標達成に向け基本的には順調であるといえるだろう。 

 

３－５ 提 言 

（１）マスタープランの修正 

プロジェクトは既に一定の知見を産出し、研究活動全体を統合していく段階に移行しつ

つある。したがって、これまでの知見を踏まえたうえでマスタープランを修正し、今後の

方向性をより明確にすることが望ましい。修正に際しては、プロジェクト目標・アウトプ

ットごとに指標を設定し、終了時評価に向けた枠組みを明確にしておく必要がある。 

 

（２）計画・実施過程における日本側・エジプト側研究者間の情報共有・意見交換 

日本側研究者は、研究活動の計画及び実施過程においてエジプト側関係者と頻繁に議論

を行い、認識を共有していくことが求められる。既に、新たな活動計画の立案段階におけ

るミーティングや知見共有のためのワークショップが開かれ始めているが、今後は、この

ような活動を更に活性化することが望ましい。なお、計画立案に際しては、予算・期間を

考慮したうえで活動の優先順位を検討することも必要である。 

 

（３）渦相関システム研修 

本プロジェクトでは、渦相関システムを 3 セット導入し、圃場における蒸発散を観測し

ているが、このシステムの仕組み・機材維持について十分な知識・技術をもったエジプト

側研究者はまだ養成されていない。特に、C/P機関である水管理研究所・農業研究所には、

データ管理ができる人材もいない。このため、プロジェクトは早急に研修を実施し、C/P機

関の人材育成に取り組む必要がある。 

 

（４）若手研究者の育成 

エジプト側研究者にとって、日本での研修機会は本プロジェクトに参加する最も重要な

インセンティブのひとつとなっている。国際科学技術協力プロジェクトは、若手研究者を

育てるという目的も持ち合わせていることから、本プロジェクトに十分貢献している若手
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研究者を優先的に本邦研修に参加させることが望ましい。 

 

（５）研究成果の共有及び広報 

本プロジェクトは、エジプトにとって重要な課題を扱うと同時に、既に一定水準の知見

を産出していることから、積極的にプロジェクト成果を関係各機関と共有し、一般向けに

も情報発信していくべきである。具体的には、科学論文の刊行をはじめ、シンポジウムの

開催、ニュースレターの発行などの活動が考えられる。 

 

（６）日本側研究者の長期現地派遣 

現在、日本側プロジェクトチームでエジプトに常駐しているのはロジを担当する調整員 1

名である。研究内容に係る密なコミュニケーションをエジプト側と図るためにも、研究者

を長期間現地派遣することが望まれる。 

 

（７）機材修理に係る予算 

渦相関システムをはじめ、本プロジェクトが供与した機材には高価なものが数点あり、

故障した際には相応の修理費（技術者派遣コストを含む）がかかると見込まれる。また、

渦相関システムの場合、3～5 年ごとに専門家による精度チェック及び調整が必要であり、

その場合のコストも小さくはないと推察される。現在の見通しでは、エジプト側 C/P がこ

れらの維持修理費を捻出するのは困難であると考えられることから、何らかの資金源を見

いだすことが求められる。 

 

（８）英文年次技術報告書の作成 

現在、定期的な英文報告書は作成されていないが、今後は、関係者間での情報共有を促

進するためにも、英文の年次技術報告書を作成することが望ましい。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経 緯 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、急激な人口増加（年率 2％）に

対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大とが主な開発課題として挙げられて

いる。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると

考えられることに加え、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源

の大部分を賄うナイル河からの取水はスーダンとの二国間の協定（ナイル河協定、1954 年）に

より年間 555 億トンに制限されていること、エジプトの年間降水量が 25mm 程度（カイロ）で

あることから、同国での新たな水資源の開発も困難である 。このため同国は、ナイルデルタ地

域の農業用水の有効利用を図ることで発生した余剰水により、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に

灌漑農地を拡大し、食糧生産の増大を図ろうとしている。また、農業セクターは就業人口の 3

割を抱え、その多くが小規模農地の貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の

開発・拡大を通じて、就業人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとして

いる。 

これに対して、わが国はこれまで、農民参加型による水管理組織の強化、取水堰の改修や揚

水ポンプの交換や機械化の促進による効率的な水管理や農業生産の効率化に関する支援を実施

してきた。 

同国の第 6 次国家社会経済開発計画（2007 年 8 月～2011 年 12 月）においては、新たな農地

の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017年を目標年に掲

げる国家水資源計画（National Water Resource Plan：NWRP）の施策は具体性に乏しい。このた

め、アスワンハイダムの建設により洪水が排除された後の塩類集積による土壌への影響、塩類

集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用で

きていない排水の再利用の可能性等を把握したうえで、農業用水の有効利用を図るための包括

的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、大学等の研究機関がデータや知見に基づいて

現状を分析し、改善策を提示することが求められている。 

このような背景の下、ナイルデルタ地域における節水的な水管理の方策を示す目的でエジプ

ト政府はわが国に対して地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development：SATREPS）の実施要請を行った。これを受け、日本側は

2009年 6月から 5年間の予定で本プロジェクトを開始した。 

 

１－１－２ 目 的 

本中間レビュー調査は、協力期間の中間時期にさしかかった現時点において、エジプト側関

係機関と合同で以下を行うことを目的とする。 

① プロジェクトの活動のこれまでの実績を確認し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）の観点からレビューを行う。 

② それを基に、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同レビ

ュー報告書に取りまとめる。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 調査団の構成 

以下の日本側及びエジプト側の評価委員で合同評価委員会を形成した。 

 

（１）日本側委員 

独立行政法人国際協力機構（JICA） 

総括 仲田 俊一 JICA 農村開発部 参事役 

評価分析 久保 英之 
グローバルリンクマネージメント株式会社 

社会開発部 自然資源・環境分野専門家 

協力計画 岩崎 真紀子 
JICA農村開発部 畑作地帯グループ 

畑作地帯第二課 調査役 

 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

科学技術計

画・評価 
安岡 善文 国立大学法人東京大学 名誉教授 

科学技術計

画・評価 
佐藤 雅之 JST 地球規模課題国際協力室 参事役 

 

（２）エジプト側委員 

リーダー Prof. Abd El 

Alim Metwally 

カイロ大学 農学部 教授（農学） 

委員 Prof. A. M. 

Elberry 

カイロ大学 農学部 農業工学科教授（灌漑） 

委員 Prof. Mohamed 

Lotfy Nasr 

水 管 理 研 究 所 （ Water Management Research 

Institute：WMRI）教授（水経済） 

委員 Prof. Hamdi 

Khalifa 

国立農業研究センター（ Agricultural Research 

Center：ARC）土壌水環境研究所教授（土壌及び水）

 

１－２－１ 調査期間 

2012年 2月 22日～2012年 3月 12日（20日間） 

※うち官団員は 2月 28日～3月 12日 

※調査日程の詳細は、付属資料１を参照 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

（１）プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、日本・エジプト両国の大学及び研究機関がこれまで蓄積してきた水利

用と農業生産に係る研究成果や知見を活用した課題解決のための研究であり、食糧及び燃料

作物の持続的生産を可能にするような農業用水の高度利用のための方策を示し、同国の社会 
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経済開発計画の策定及び実施に役立てることを目的とする。 

 

（２）協力期間 

2009年 6月 1日～2014年 5月 31日（5年間） 

 

（３）協力総額（日本側） 

約 3.5億円（事業事前評価額・JICA予算ベース） 

 

（４）協力の概要 

１）上位目標 

社会経済開発 5 カ年計画、NWRP 及び国家農業生産計画に記載されている農業生産性の

増大と雇用機会の拡大に貢献する。 

２）プロジェクト目標 

急激な人口増加に対応するナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度化を図りなが

ら、農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

３）アウトプット 

① 用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

② 圃場の塩害防止の方策が提示される。 

③ 適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

④ 食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可

能性が示される。 

 

（５）日本側研究機関 

筑波大学、鳥取大学、三重大学 

 

（６）協力相手先機関 

カイロ大学農学部、国立水資源研究センター（National Water Research Center：NWRC）1、

ARC 

 

（７）対象地域 

中央ナイルデルタ 

＜調査サイト＞ 

主な実験圃場：Sakha（サッハ）農場、Zankalon（ザンカロン）農場、Ismailia（イスマイリ

ア）農場 

灌漑管理分析の主要サイト：Bahr Abshan（バハル・アブシャン）用水路及び Bahr El Nour

（バハル・ヌール）支線用水路地区 

プロジェクトオフィス：カイロ大学農学部付属研究所（Faculty of Agriculture Research Park：

FARP）内研究室に設置。 

                                                        
1 前述の WMRIは NWRC傘下の研究所のひとつ。 
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第２章 中間レビュー調査の方法 
 

SATREPS は、JST による研究支援及び JICA による技術協力の連携により推進されることから、

レビュー及び評価においても JST及び JICAが連携して実施する。JSTは、地球規模課題解決に資

する国際共同研究の成果、科学技術水準の向上、科学技術政策への貢献の観点から日本国内及び

相手国を含めた国際共同研究全体の評価を実施する。JSTの評価結果は、付属資料７を参照された

い。他方、JICAは、通常の技術協力プロジェクトと同様、「新 JICA事業評価ガイドライン第１版」

に沿って、ODA事業としての評価を行っており、以下に本中間レビュー調査の方法を説明する。 

 

２－１ SATREPSの特徴 

通常の技術協力プロジェクトでは、投入から活動、アウトプットへとつながる過程を直線的な

ものと想定し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）をプロジ

ェクト計画として位置づけ、PDMの枠組みに基づいた中間レビュー調査を実施している。しかし、

SATREPSでは一連の過程は必ずしも直線的なものと想定されていないため、PDMの作成は必須で

はない。この特性に関して、日本側委員は、プロジェクトの枠組みについて通常の技術協力プロ

ジェクトと SATREPSでは以下に示す差異があると考え、それを踏まえて２－２の評価のデザイン

を設定した。 

 

表２－１ 技術協力プロジェクトと SATREPSの差異 

 活動 アウトプット プロジェクト目標 

活動／アウトプッ

ト／プロジェクト

目標の関係 

通常の技

術協力プ

ロジェク

ト 

「計画を策定する」

「マニュアルを作

成する」「研修を実

施する」など、具体

的な行為が「活動」

として位置づけら

れる。 

「研修プログラム

が整備される」、「技

術を習得する」な

ど、活動の結果とし

て発現する成果が

「アウトプット」と

して位置づけられ

る。 

「行政能力が強化

される」、「灌漑基盤

が整備される」な

ど、複数のアウトプ

ットによってもた

らされる効果が「プ

ロジェクト目標」と

して位置づけられ

る。 

活動がアウトプッ

トをもたらし、複数

のアウトプットに

よってプロジェク

ト目標が達成され

るという直線的な

因果関係として位

置づけられる。 
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SATREPS 

「排水路レベルで

の水と塩の動きを

解明する」、「農民グ

ループ間の水配分

の実態を明らかに

する」など、個々の

研究目標（研究項

目 ） が 「 Expected 

Output（活動）2」と

して位置づけられ

ている。 

「水管理の合理化

の方策が提示され

る」、「圃場の塩害防

止の方策が提示さ

れる」など、個々の

研究目標（研究項

目）を複数束ねた多

少上位に位置する

研究目標が「アウト

プット」として位置

づけられている。 

「水利用の高度化

を図りながら、農業

生産の効率化と持

続性の確保を実現

するための方策を

示す」と、各研究項

目に取り組んだ結

果 を 総 合 的 に 分

析・考察する研究目

標が「プロジェクト

目標」として位置づ

けられている。 

Expected Outputとい

う個々の研究成果

はプロジェクト目

標達成に直接貢献

するが、両者の関係

は直線的にはなら

ず、個々の成果が重

層的に体系立てら

れ、総合的に考察さ

れることでプロジ

ェクト目標が達成

される。 
出典：調査団で作成。 

 

２－２ 評価のデザイン 

本中間レビュー調査においては、「新 JICA 事業評価ガイドライン第１版」の基本的考え方を踏

まえるものの、上述した SATREPS の特徴にかんがみ、調査のデザインについては PDM の枠組み

に基づくものとは一部異なる方法を採用した。具体的なデザインの骨子は次のとおりである。 

 

・実績の検証、実施プロセスの検証、５項目評価、提言、という大枠は踏襲した。 

・実績については、投入実績及び研究項目ごとにこれまでの研究成果を取りまとめた（すなわ

ち、「活動」ごとに実績を検証した3）。 

・実施プロセスについては、投入の実施状況、研究を進めるうえで生じているマネジメント上

の課題について検証した。 

・実施プロセスの検証により、研究成果の発現に係る貢献要因、阻害要因を抽出した（ここで

いう研究成果とは、「活動」として位置づけられている研究目標の成果であり、「アウトプッ

ト」ではない）。 

・評価５項目については、以下の定義を採用した。 

 

表２－１ 評価５項目とその評価の視点 

妥当性 

プロジェクトのめざす効果（プロジェクト目標）が受益者のニーズに合致

しているか、エジプト・日本の政策と整合性をもっているか、プロジェク

トのデザインは効果発現の手段として適切か、という観点から検討する。

                                                        
2 R/Dでは「Expected Output」という記載になっているが、考え方としては PDMにおける「活動」と同様の位置を占めている。 
3 本プロジェクト目標は、プロジェクトの最終段階において、それまでの研究成果を総合的に分析・考察した結果として提案

されるものであることから、中間レビュー調査時点において検証すべき事項はない。むしろ、６－２「SATREPS の実施及び

評価に係る提言」の（３）で述べるとおり、①研究項目ごとの進捗・成果産出状況、及び②全体の研究体系に照らし合わせ

た成果産出状況、をレビューすることが重要であり、これによってプロジェクト目標達成にかかわる研究活動の進捗度合が

把握される。 
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有効性 

各研究項目が産出している研究成果は、プロジェクト目標達成に資する知

見となっているか、または、達成に向け重要な示唆を与えているか、とい

う観点から検討する。 

効率性 
投入は着実に研究成果の産出に結び付いているか、投入のタイミング・質・

量は妥当であったか、という観点から検討する。 

インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果について、当初予期

しなかった効果も含め検討する。 

持続性 

プロジェクト終了後、研究実施過程で用いられた機材・方法論及び研究成

果がエジプト側研究者によって維持・利用されていく見込みはあるかとい

う点について、政策・制度・財政・技術的な観点から検討する。 

出典：「新 JICA事業評価ガイドライン第１版」を基に調査団で作成。 

 

・提言については、実施プロセスにおける課題及び評価５項目の分析結果から導出した 

 

２－３ 情報・データ収集方法 

本中間レビュー調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

 

・討議議事録（R/D）、ミニッツ（M/M）、詳細計画策定調査報告書等のプロジェクト計画文書 

・年次報告書・中間レビュー調査用作成資料等のプロジェクト関連資料 

・日本側及びエジプト側研究者、その他プロジェクト関係者へのインタビュー 

・研究項目の実験圃場及び調査地域の視察 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

プロジェクト開始より中間レビュー調査実施時点までの日本側・エジプト側の投入実績は以下

のとおりである。なお、詳細については M/M（付属資料３）の合同評価報告書 ANNEX 3 及び 4

を参照のこと。 

 

３－１－１ 日本側の投入実績 

研究者・専門家 

研究者延べ 81名（プロジェクトリーダー、水塩収支、土壌塩濃度、作物

生産、燃料作物、水管理）、業務調整員 2名が派遣された。 

2012 年 1 月末時点での派遣日数合計は、研究者 45.4 人月、業務調整員

29.7 人月である。 

本邦研修 
12名の研修員が本邦研修に参加した。 

（2009年度 4名、2011年度 8名） 

資機材供与 
渦相関システム、土壌水分塩分計測システム、水位計、電磁流速計、葉

面積計などの機材が供与された。 

ローカルコスト 
2011年末時点までに現地業務費として約 138万エジプト・ポンド（LE4）

が支出された。 

 

３－１－２ エジプト側の投入実績 

カウンターパート

（C/P）の配置 

カイロ大学農学部、WMRI、ARC、排水研究所（Drainage Research Institute：

DRI）等から 35名の C/Pが配置されている。 

ローカルコスト 

R/Dにおいて、第 3年次（2011年 6月～）よりエジプト側研究者の旅費

はエジプト側が負担することで合意されているが、本中間レビュー時点

ではまだ実現していない。 

施設の提供 FARPにプロジェクトの事務所スペースが確保されている。 

 

３－２ 研究成果 

本プロジェクトでは、現時点において各研究目標／研究項目の達成度を検討するための指標が

設定されていないため、ここでは、研究成果として産出された知見のみを記述する。なお、研究

成果は研究グループごとに取りまとめて記述することとする。 

 

                                                        
4 1LE＝約 13円 
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３－２－１ 水塩収支グループ 

水塩収支グループの研究項目及びこれまでの主な成果・知見は以下のとおりである。 

 

研究項目 これまでの主な成果・知見 

1-1：主要作物とりわけ水稲の消費水量

を、慣行栽培と節水栽培の条件下で正確

に測定するとともに主要畑作物の栽培

に要する蒸発散量を 20％減少させる方

法を提示する。 

・作物生育期において、蒸発量は蒸発散量の約 60％

を占めた（これは、節水量の上限を示すもので

ある）。 

・蒸発量は、高い地下水位の影響を強く受けてい

る可能性がある。 

1-2：防風林が地域の蒸発散量に与える影

響を測定する。 

・空隙率 10～50％のカジュアリーナ（Casualina）防

風林では、樹木の蒸散量を考慮したとしても、

蒸発散量は約半分に減少すると推定される。 

1-3：幹線用排水路レベル及びデルタ全域

レベルでの水と塩の動きを解明し、将来

予測をする。 

・ナイルデルタにおいて、水田を含む土地被覆状

況を特定するための画像解析手法が開発され

た。 

・水塩収支モデルが現在開発途上にあり、モデル

構築・検証のためのデータ収集が進んでいる。 

1-4：メスカ5の下流部など排水を灌漑水

に用いている圃場における塩類集積を

評価しその対策を提示する。 

（具体的な知見はまだ産出されていない） 

 

３－２－２ 用水管理グループ 

用水管理グループでは、アウトプット１の「用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の

方策が提示される。」という課題に取り組んでいる。個々の研究項目及びこれまでの主な成果・

知見は以下のとおりである。 

 

研究項目 これまでの主な成果・知見 

2-1：上下流農民及び農民グループ間の水

配分の実態とそれが農地利用・農法に及

ぼす影響を明らかにする。 

・バハル・アブシャン用水路（伝統的な灌漑手法

が実践されている）及びバハル・ヌール支線用

水路（改良された灌漑手法が実践されている）

における水配分の実態が明らかにされた。 

2-2：水利施設、組織や農民の行動などの

水配分に及ぼす要因を分析する。 

・マルワ6における灌漑面積当たりの水供給能力が、

水配分及び灌漑用水管理にかかわる農民の行動

を規定する最大の要因であることが判明した。 

2-3：現在の施設・組織の下で配分水量が

減少した場合の水分配と作物選択に及

ぼす影響と諸問題を明らかにする。 

・節水方法（長期間断灌漑または水供給量の削減）

の違いによって、農民グループごと（上流・下

流）に受ける影響が異なることが判明した。 

2-4：所在が明らかにされた問題への対処

法や灌漑の効率性と持続性を確保する

ための方策を提示する。 

（総合的な方策の検討は、個別項目の知見が提示

された後に行われる） 

                                                        
5 エジプトにおける 3次水路の呼称 
6 エジプトにおける圃場内の水路の呼称 
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３－２－３ 土壌の肥沃性グループ 

土壌の肥沃性グループでは、アウトプット２の「圃場の塩害防止の方策が提示される。」とい

う課題に取り組んでいる。個々の研究項目及びこれまでの主な成果・知見は以下のとおりであ

る。 

 

研究項目 これまでの主な成果・知見 

3-1：デルタの土壌における塩類集積と肥

沃度の現状を明らかにする。 

・灌漑用水の塩濃度と土壌塩分量に高い相関があ

ることが判明した。 

・土壌粒子表面の Na/Ca イオン比が土壌の透水性

を決めていることが示された。 

3-2：暗渠排水の現行の設計指針と管理の

問題点を明らかにし、塩類集積を防ぐた

めの地下水位制御のあり方を提示する。

（データ収集中） 

3-3：土壌中の塩分や汚染物質の挙動を測

定・予測し、それらの蓄積を防ぐ方法を

示す。総灌水量に対する総排水量の割合

を 15％以下に抑えつつ根群域中の飽和

抽出液の電気伝導度を 4dS/m以下、交換

性ナトリウム率を 15％以下に抑える土

壌管理手法を示す。 

（データ収集中） 

3-4：水田稲作の除塩効果を明らかにす

る。 

・これまでのところ、過去に水田として利用した

頻度が高い圃場で除塩が進んでいるという傾向

は観察されていない。 

3-5：排水を再利用した灌漑農地の土壌の

質を維持する方法を示す。 

（具体的な取り組みはこれから開始される） 

 

３－２－４ 食料生産グループ 

食料生産グループでは、アウトプット３の「適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方

法の改善手法が提示される。」という課題に取り組んでいる。個々の研究項目及びこれまでの主

な成果・知見は以下のとおりである。 

 

研究項目 これまでの主な成果・知見 

4-1：現在の作付け体系を調査し、将来の

水資源の制約に対応した作付け体系を

提案する。 

（具体的な取り組みはこれから開始される） 

4-2：節水灌漑の収量及び品質への影響を

検証する。 

・（2010年夏作トウモロコシ）マルチ処理区は表面

灌漑区と同等かやや低収。 

・（2010年冬作テンサイ）点滴灌漑区は低収、長期

間断灌漑区の実用性は高いと判断された。 

・（2011年夏作トウモロコシ）細溝灌漑の成績は表

面灌漑に近い。 



 

－10－ 

4-3：現在の作物の塩害の状況を調査し塩

類が集積した農地における適切な作目

及び土壌・水管理技術を提案する。 

・ジャトロファ及びヒマは塩化ナトリウム（NaCl）

濃度 4,000ppm程度の塩ストレス下において栽培

可能であることが示された。 

4-4：家畜利用の現状を明らかにし、効率

的な飼料生産並びに飼養システムを設

計する。 

・点滴灌漑で栽培されたトウモロコシの飼料価が

表面灌漑のものより低いことが示された。 

 

３－２－５ バイオエネルギーグループ 

バイオエネルギーグループでは、アウトプット４の「食用作物の栽培には利用できない末端

水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可能性が示される。」という課題に取り組んできた。

個々の研究項目及びこれまでの主な成果・知見は以下のとおりである。 

 

研究項目 これまでの主な成果・知見 

5-1：現在の役畜用飼料生産並びに燃料・

電力の消費状況を把握する。 

〔本項目については具体的な進捗がみられないた

め、第４回合同運営委員会（JSC）において研究活

動を取りやめることが決定された。〕 

5-2：農業排水を利用して排水 1m3当たり

0.6L のエタノールに相当する蔗糖もし

くは 0.2L の植物油を持続的に生産する

栽培法を提示する。 

（データ収集中） 

5-3：役畜による作業を代替してきたポン

プ、耕耘機、農用トラック等の燃料及び

電力の消費量を把握・評価する。 

（具体的な取り組みはこれから開始される） 

5-4：デルタ周辺砂漠への農業排水の送水

に要するエネルギーを考慮してバイオ

燃料の生産及び利用の可能性を評価す

る。 

（本項目については具体的な進捗がみられないた

め、第４回 JSC において研究活動を取りやめるこ

とが決定された。） 

 

３－２－６ 全体の研究体系 

以下に示す図３－１は、本プロジェクトの全体像を理解するための試みとして調査団が作成

した体系図7で、主なポイントは以下のとおりである。 

・これまでの研究成果より、ナイルデルタにおける水利用形態は既に節水的であることが判

明しているため、プロジェクトの基本的な考え方として、現在の水利用体系を前提とした

うえで、さらに改善する方法を検討していくというアプローチが採用されている。 

・節水オプションとして、圃場レベル及びマルワ・メスカ・支線水路レベルでそれぞれ異な

るオプションがあり、どのオプションの組み合わせ（水利用の体系）が最も適切なのか検

証することが本プロジェクトにおける最終的な提言につながっていく。 

・矢印の出発点に記された各々の研究テーマ（及び数字で示された各々の研究項目）への取

り組みを通じて、オプション選択に係る知見が産出される。 

                                                        
7 本図は、中間レビュー調査に際して調査団側の理解促進のために便宜的に作成したものであり、必ずしもプロジェクト関係

者と共有されているわけではない。 
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注）番号は研究項目番号を指す。 

出典：調査団で作成。 

図３－１ プロジェクト体系図 

 

３－３ 実施プロセス 

３－３－１ 研究活動の進捗 

研究活動は一部に遅れや問題が生じているものの、全体としてはほぼ計画どおりに進捗して

いる。これまでの活動において生じた主な問題点は以下のとおりである。 

 

・2011年 1月に発生したエジプトでの革命、2011年 3月の東日本大震災及び福島での原発事

故により、研究活動は停滞を余儀なくされた。特に、デルタレベルにおける水塩収支観測

は、水位計及び超音波ドップラー流向流速計（Acoustic Doppler Current Profiler：ADCP）の

設置が遅れたため、1年の遅れが生じている。 

・プロジェクト開始当初、エジプト側・日本側研究者間で誤解が生じたことから、研究活動

への取り組み開始が遅れた（具体的には３－３－２参照）。 

・バイオエネルギーグループの研究項目 5-1及び 5-4は、具体的な進捗がみられないため、第

４回 JSCにおいて研究活動を取りやめることが決定された。 

・圃場管理において、点滴灌漑の機材維持が適切に行われなかったために、収量が低くなる

結果となった（当初計画では収量維持という前提であった）。 

・圃場管理において、施肥などの諸作業が適切に実施されなかったために、異なる灌漑方法

による収量の差を厳密に比較検討する作業ができていない。 

・用水路・排水路に設置した水位計の一部が盗難に遭った。予算上、予備品のストックがで

きず、代替品調達に時間を要したため、その間の水位データ収集に支障が生じた。 

 

３－３－２ コミュニケーション及びマネジメント 

（１）プロジェクトの枠組みに関する誤解 

プロジェクト開始当初、エジプト側及び日本側研究者の間でプロジェクトの枠組みにつ

いて誤解が生じた。エジプト側研究者は、JICA が欧米援助機関と同様に研究資金及び手当

てを彼らに提供するものだと考えていた。中間レビュー調査時点においては、エジプト側
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2-2 
3-2 
5-3 
 
 
1-3 
2-1 
2-2 

 

1-1 

1-2  

4-1 
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2-3

2-4

圃場での作物生産 
（燃料作物を含む） 

圃場の塩類集積

節水オプション 

圃場レベル 
 圃場での灌漑方法（点滴灌漑など） 
 間作 
 
マルワ/メスカ、支線水路レベル 
 用水路での水配分方法（長期間断灌漑など） 
 農業排水の再利用 

幹線水路・デルタ 
レベルでの水収支・ 

水管理 

マルワ/メスカ/支線水
路レベルでの水管理 

 

圃場の水収支
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研究者は JICAの枠組みが欧米援助機関とは異なることを完全に理解しているが、誤解解消

には時間を要したため、研究活動への取り組み開始が遅れることとなった。 

 

（２）計画過程における情報共有の欠如 

これまで、研究活動の計画は基本的に日本側研究者によって行われ、エジプト側研究者

との情報共有は計画実施の段階で行われてきた。このため、エジプト側研究者のなかには

研究計画の内容を十分に理解することなく実施にかかわる事例もみられた。例えば、サッ

ハ圃場の管理は施肥・除草などが適切に行われていないという問題が指摘されてきたが、

これも、研究計画の立案過程において双方が十分に議論を行っていなかったことに主な原

因がある。日本側研究者は既にこの問題点を理解しており、計画段階においてエジプト側

研究者と議論を行う試みに取り組み始めている。 

 

（３）エジプト側研究者の旅費負担 

エジプト側研究者に対する旅費（日当、交通費、宿泊費）は、上述（１）の誤解もあっ

たことから、プロジェクトの初年度及び 2年度目は日本側が負担し、3年度以降はエジプト

側が予算措置し、負担するとして R/D において合意がなされている。しかし、エジプトの

経済状況悪化等の理由により、この合意はまだ完全には実施されていない。また、輸入機

材の通関経費についても、エジプト側が負担することとなっているが、十分には実施され

ていない。このため、機材の通関が遅れ、研究活動の実施に支障が生じている。今回の中

間レビュー調査において、カイロ大学農学部からは大学に所属する研究者の旅費及び通関

経費については大学側で負担するとの言質を得た。しかしながら、NWRC については、政

府に対して旅費の予算申請を行ったものの承認されなかったため負担は困難であるとの見

解が示された。また、ARC についても、経費負担の具体的な見通しは得られていない。こ

のように、旅費問題については依然として解決の見通しが立たない状況である。 

 

（４）プロジェクトマネジャーの専門性 

上述した諸問題は、本来、エジプト側の全体の調整役であるプロジェクトマネジャーの

主導によって解決が図られるべきであるが、本プロジェクトの場合、専門分野の異なる研

究者がプロジェクトマネジャーとして任命されてしまったことから、彼が諸問題の解決に

向けたイニシアティブを発揮することはなかった。このため、プロジェクトマネジャーの

交代が提起され、JSCにおいても議論がなされたが、エジプト政府側の意向により中間レビ

ュー時点では交代は実現していない8。 

 

（５）研究者の積極的関与 

本プロジェクトは当初よりさまざまな課題を抱えてきているが、日本側研究代表者をは

じめ、日本側・エジプト側とも積極的に研究活動の推進に貢献している研究者がいるため、

中間レビュー調査の時点において一定水準の知見を産出するに至っている。 

                                                        
8 その後、同プロジェクトマネジャーが他組織への転出予定となったため、プロジェクトマネジャーの辞退について申し出が

あり、2012年 7月に開催した第６回 JSCでプロジェクトマネジャーの交代を確認した。 
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３－３－３ C/Pの能力向上 

これまで、渦相関システムからのデータダウンロードとデータ解析（カイロ大学の研究者の

み）、水路における水位測定とポンプの温度測定、ADCP を用いた流量測定、飼料価の測定につ

いてエジプト側への技術移転が行われた。 

 

３－３－４ 研究成果の発現に係る貢献要因と阻害要因 

研究成果の発現を促進または阻害してきた諸要因については、既に一部記述済みであるが、

以下に要点を取りまとめておく。 

 

（１）貢献要因 

・本プロジェクトの主旨が水利・灌漑・農業問題にかかわる関係機関（特に、政府系研

究所である WMRI及び ARC）の政策課題に合致していること 

・日本側研究代表者とエジプト側 C/P機関幹部との間に強い信頼関係が築かれたこと 

 

（２）阻害要因 

・プロジェクトマネジャーに専門分野の異なる研究者が配置されてしまったこと 

・プロジェクトの実施枠組み及び計画策定に関して、エジプト側への事前の情報共有の

重要性について、日本側研究者が十分な注意を払わなかったこと 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目による評価 

本中間レビュー調査では、当初より、エジプト側と日本側との間で「評価」ではなく「レビュ

ー」であることを確認してきた。すなわち、プロジェクトの進捗状況について分析し、提言は行

うが、特定の判断は行わないということである。したがって、評価５項目ごとの分析では、高い・

低い、などの判断は行わず、２－２「評価のデザイン」で記した定義に従い分析結果のみを記述

することとする。 

 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトは、新たな灌漑農地の開発に必要となる水資源を確保するというエジプトの

ニーズに十分合致する。 

エジプトの第 6 次国家社会経済開発計画は、生活水準の向上、国民参加型の開発、政治改革

などを主な計画目標とする。これらの目標を達成する手段として、新たな農地の拡大を通じた

農業・灌漑開発を優先分野として挙げている。同様に、同国が 2017年を目標年に掲げる NWRP

においても排水の再利用、水塩収支解析、沿岸砂漠地帯における塩類集積の防止など水資源管

理・活用方法の総合的見直しの重要性を指摘している。本プロジェクトはこれら両課題に水資

源の高度利用化の観点から対策を示すものである。 

本プロジェクトはデルタ地域における効率的な水管理を実現することであり、そのための手

段として統合的な方法論を採用している。すなわち、圃場・マルワ／メスカ・支線水路・幹線

水路（デルタ）という異なるレベルで研究活動を実施し、水塩収支・灌漑管理・塩類集積・作

物栽培・燃料作物生産という広範な研究対象を設定している。このような包括的な視点は、デ

ルタ地域における高度な水利用のあり方を提案するという課題に取り組む手段として極めて適

切であるといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

現在、各々の研究項目がどのような形で最終的な提言に結び付いていくのか、という研究項

目の統合化が試みられている。基本的な構成としては、圃場レベルにおける水利用のあり方と、

水路レベルにおける水・排水管理のあり方を包括的に検討するという枠組みである。このよう

な統合化を通じて、デルタ地域における高度な水利用の方策が具体的に示されるものと見込ま

れる。 

プロジェクトでは、既に、圃場における水収支及びメスカ／マルワにおける水管理実態を明

らかにしており、これらの研究成果は効率的な節水方法を検討する際の基礎的な知見となる。

また、支線／幹線水路・デルタにおける水塩収支、排水利用による燃料作物生産、土壌中の塩

分挙動に関するデータ収集も進んでおり、これらの研究活動もデルタ地域における高度な水利

用に係る重要な知見を産出するものと期待される。 

 

４－１－３ 効率性 

これまで、エジプト革命や東日本大震災の発生により、日本側研究者の派遣の遅れや機材供

与の遅れが発生し、一部の活動についてプロジェクトの進展が滞った。中間レビュー調査時点



 

－15－ 

においては、遅延回復の努力がなされており、研究成果の産出及び研究活動の推進に結び付い

ている。 

しかし、３－３－２で述べたとおり、コミュニケーション及びマネジメントに関しては課題

も多く残されている。エジプト政変・東日本大震災を原因とする遅延に加えて、エジプト側研

究者に対する渦相関システムの研修が不十分であるなど、一部に投入が十分に生かされていな

い状況もみられる。 

 

４－１－４ インパクト 

本プロジェクトの目標は、デルタにおいて効率的な水管理を行い、沙漠での農地開発に水を

供給するというエジプトの国家政策と一致していることから、本プロジェクトの研究成果が政

策立案・実施において利用される可能性は非常に高いといえる。 

プロジェクト実施による負のインパクトは見込まれないが、デルタ地域における節水型の水

管理政策実施は農民の水利用形態を一部変えることを意味するため、政策実施に際しては十分

な配慮が必要となる。 

 

４－１－５ 持続性 

水位計、温度センサー、渦相関システム、ADCPなどの機材導入を通じて、エジプト側研究者

は新たな研究手法に関する知識と技術を習得した。依然として研修は必要であるが、基本的に、

プロジェクト終了後も彼ら自身で研究活動を継続していける水準に達しつつあると考えられる。 

ただし、渦相関システムなどの高価な機材については、日常の維持管理については問題ない

ものの、重大な故障が生じた場合には、外国メーカーに修理を依頼する必要があるため、修理

費がかさみ、C/P機関では対応できない可能性が高い。 

既に述べたとおり、本プロジェクトの研究項目は国家政策との整合性が高く、エジプト側研

究者がもつもともとの研究項目と重なることから、プロジェクト終了後も、本プロジェクトで

導入された研究方法などは持続的に利用される可能性がある。具体的には、渦相関システムに

よる蒸発散量計測、防風林をもつ圃場における蒸発散減少量の推定、デルタレベルにおける水

塩収支モデルの開発・シミュレーション、暗渠排水モニタリング、土壌中の塩・汚染物質の挙

動モニタリング、飼料価の測定、燃料作物の生産などの研究活動が継続的に実施される可能性

をもつ。 

 

４－２ 結 論 

本プロジェクトは、エジプト革命及び東日本大震災の影響を受けたことにより、一部の研究活

動に遅れが出ているものの、全体としては、日本側研究代表者をはじめとする日本側・エジプト

側研究者の熱意によりおおむね計画どおりに推移している。中間レビュー調査の時点において、

プロジェクトは既に一定水準の知見を産出しており、デルタ地域における高度な水管理のあり方

を提言すべく研究活動全体を統合する段階に入っている。 

マネジメントに関しては、日本側・エジプト側研究者双方が計画プロセスを共有すること、エ

ジプト側が必要経費を負担することなど、依然として課題を抱えているが、既に解決に向けた試

みは始まっている。このため、本案件の進捗状況は、プロジェクト目標達成に向けて基本的には

順調であるといえよう。 
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第５章 提 言 
 

（１）マスタープランの修正 

プロジェクトは既に一定の知見を産出し、研究活動全体を統合していく段階に移行しつつ

ある。したがって、これまでの知見を踏まえたうえでマスタープランを修正し、今後の方向

性をより明確にすることが望ましい。修正に際しては、プロジェクト目標・アウトプットご

とに指標を設定し、終了時評価に向けた枠組みを明確にしておく必要がある（本中間レビュ

ー調査団による修正案は付属資料５を参照のこと）。 

 

（２）計画・実施過程における日本側・エジプト側研究者間の情報共有・意見交換 

日本側研究者は、研究活動の計画及び実施過程においてエジプト側関係者と頻繁に議論を

行い、認識を共有していくことが求められる。既に、新たな活動計画の立案段階におけるミ

ーティングや知見共有のためのワークショップが開かれ始めているが、今後は、このような

活動を更に活性化することが望ましい。なお、計画立案に際しては、予算・期間を考慮した

うえで活動の優先順位を検討することも必要である。 

 

（３）渦相関システム研修 

本プロジェクトでは、渦相関システムを 3 セット導入し、圃場における蒸発散を観測して

いるが、このシステムの仕組み・機材維持について十分な知識・技術をもったエジプト側研

究者はまだ養成されていない。特に、C/P機関である WMRI及び ARCには、データ管理がで

きる人材もいない。このため、プロジェクトは早急に研修を実施し、C/P機関の人材育成に取

り組む必要がある。 

 

（４）若手研究者の育成 

エジプト側研究者にとって、日本での研修機会は本プロジェクトに参加する最も重要なイ

ンセンティブのひとつとなっている。SATREPS は、若手研究者を育てるという目的も持ち合

わせていることから、本プロジェクトに十分貢献している若手研究者を優先的に本邦研修に

参加させることが望ましい。 

 

（５）研究成果の共有及び広報 

本プロジェクトは、エジプトにとって重要な課題を扱うと同時に、既に一定水準の知見を

産出していることから、積極的にプロジェクト成果を関係各機関と共有し、一般向けにも情

報発信していくべきである。具体的には、科学論文の刊行をはじめ、シンポジウムの開催、

ニュースレターの発行などの活動が考えられる。 

 

（６）日本側研究者の長期現地派遣 

現在、日本側プロジェクトチームでエジプトに常駐しているのは運営管理・促進業務を担

う業務調整専門家 1 名である。研究内容に係る密なコミュニケーションをエジプト側と図る

ためにも、研究者を長期間現地派遣することが望まれる。 
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（７）機材修理に係る予算 

渦相関システムをはじめ、本プロジェクトが供与した機材には高価なものが数点あり、故

障した際には相応の修理費（技術者派遣コストを含む）がかかると見込まれる。また、渦相

関システムの場合、3～5 年ごとに専門家による精度チェック及び調整が必要であり、その場

合のコストも小さくはないと推察される。現在の見通しでは、エジプト側 C/P がこれらの維

持修理費を捻出するのは困難であると考えられることから、何らかの資金源を見いだすこと

が求められる。 

 

（８）英文年次技術報告書の作成 

現在、定期的な英文報告書は作成されていないが、今後は、関係者間での情報共有を促進

するためにも、英文の年次技術報告書を作成することが望ましい。 

 

（９）エジプト側研究者の日当旅費について 

エジプト側による経費負担が実現しない場合、エジプト側研究者のフィールド活動は相当

程度制限されることとなる9。これは、エジプト側研究者によるプロジェクト参画及び彼らへ

の技術移転機会を制限するということであり、SATREPS の主旨とは相容れない。本件につい

ては、早急に解決策を見いだす必要がある。 

 

                                                        
9 現在は、日本側関係者が日帰りでフィールド訪問する際に、日本側が用意した車両にエジプト側研究者が同乗する形で一部

の研究者がプロジェクトのフィールド活動に参加している。エジプト側研究者による宿泊を伴うフィールド活動は行われてい

ない。 
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第６章 SATREPSの特徴に係るレビュー 
 

２－１「SATREPSの特徴」で述べたとおり、SATREPSは、通常の技術協力プロジェクトとは異

なる特徴をもっている。本中間レビューを通じて、それはプロジェクトの枠組み以外についても

当てはまるのではないかと考えられた。他の STREPS 案件にも共通した事象であるかは、検証が

必要であるが、今後の SATREPS案件の調査及び案件の実施の参考となるよう、本章では、本中間

レビュー調査の実施を通じて得られた知見を取りまとめることとする。 

 

６－１ SATREPSの特徴 

本プロジェクトでは、SATREPSの特徴として、活動、アウトプット、プロジェクト目標、活動／

アウトプット／プロジェクト目標の関係という枠組み以外にも、以下の点が観察された。 

 

（１）正確なデータの必要性 

通常の技術協力プロジェクトでは、能力強化が主眼となることから、まずはデータ収集の

ための人材育成・体制構築が重要となり、データ自体の精度向上については次段階の課題と

して位置づけられることが多い。他方、SATREPS の場合は、当初より学術論文作成に堪え得

る正確なデータの収集が要求される。 

 

（２）高精度機材の必要性 

SATREPS の場合、正確なデータの収集が要求されることから、必然的に高精度の機材が

必要となる。一般に、高精度の機材は途上国国内で修理することは難しく、故障に際しては

先進国より技術者を派遣せざるを得ない状況になると考えられ、修理コストは高くなる。こ

れは、プロジェクト終了後の故障に際して、C/P機関によるコスト負担が困難であること及

び故障した場合にはその時点で当該機材を使用した研究が終了するおそれがあることを示

唆する。 

 

６－２ SATREPSの実施及び評価に係る提言 

２－１及び６－１の議論を踏まえると、本中間レビュー調査の経験から以下の提言が導き出せ

る。 

 

（１）正確なデータを得るための予算措置 

正確なデータを得るためには、計測機材が常時機能し、訓練を受けた人材がデータ収集を

行う必要がある。これは、機材の故障・盗難時の対応が適切に行われ、C/Pである研究者自身

がデータ収集を行うことで実現し得ると考えられ、これらの予算をどのように確保するかに

ついて、検討を行う必要がある。 

 

（２）高精度機材の使用に係る持続性への配慮 

高精度機材を調達した場合、プロジェクト終了後、C/P機関による維持管理が予算上の制約

により困難となることが予想されるが、この状況に対応する現実的な方法を早急に検討する
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必要がある10。 

 

（３）SATREPS用評価枠組みの必要性 

SATREPS 案件の中間レビュー調査では、『「新 JICA 事業評価ガイドライン第１版」の基本

的考え方を踏まえる』こととしているが、当該ガイドラインが採用している評価ツールは基

本的にログフレームであり、プロジェクトを投入から活動、アウトプット、プロジェクト目

標へとつながる直線的な因果関係としてとらえている。このような考え方に基づく評価枠組

みは、仮説検証の過程を経て最適解を特定していく科学技術的発想とは異なる部分があるこ

とから、SATREPS の特徴を踏まえた評価枠組みの構築を検討することが望ましいと考えられ

る。本中間レビュー調査の限られた経験からではあるが、SATREPS の評価枠組みに関して以

下の点が指摘できる。 

 

１）ログフレームの難しさ（「不確実性」への対応） 

ログフレーム的な発想（投入→活動→アウトプット→プロジェクト目標）ではなく、仮

説検証的な発想（プロジェクト目標の設定、研究項目の特定と研究全体の体系化、仮説検

証）を基調とする方が、より実態に即していると考えられる。 

SATREPS のような研究プロジェクトにおける目標は、分からない事象の解明、過去に存

在しない技術の開発が主になる一方で、JICA の通常の技術協力プロジェクトの目標の多く

は、既知の技術を現場に適用して活用することであり、その役割に相違があると思われる。 

また、ログフレーム（または、PDM）は、原因と結果の因果関係が明確になっているこ

とを前提に作成されているが、「解明されていない事象」、「因果関係が不明確なもの」をロ

グフレーム／PDM に組み込む場合、結果として投入がプロジェクト目標の達成につながら

ない可能性が考えられる。 

例えば、本プロジェクトでは、「点滴灌漑の導入により水収支は改善する」という仮説に

基づいて調査を行った結果、「慣行農業と点滴灌漑の蒸発散量は同等」ということが明らか

になり、当初の仮説は否定された。今後この事実に基づいて節水農業のあり方を検討する

ことになる。 

２）実績の検証における視点 

上述の１）のため、中間レビューにおける実績の検証は、アウトプット及びプロジェク

ト目標の達成度合い（達成見込み）という視点ではなく、①研究項目ごとの進捗・成果産

出状況、及び②全体の研究体系に照らし合わせた成果産出状況11、という視点で行うのがよ

                                                        
10 従来、技術協力プロジェクトでは、プロジェクトを実施している間から、相手国側が基金を積み立てるよう提言することが

ある。しかし、SATREPSでは高精度の機材供与を行うケースが多いため、その実現性は技術協力プロジェクトに比してより

困難となる。現実的には、機材についての持続性を前提としない考え方（故障した時点での研究活動終了をやむなしとする、

プロジェクト終了と同時に機材は日本側が引き取る、など）を検討する、または、別の研究資金を確保して観測を継続する

ようにする、といったオプションも考えられる。 
11 例えば、本プロジェクトの場合、３－２－６で示した全体の研究体系の中で、どの部分の知見が既に産出され、今後はどの

部分を明らかにしていくのか、について示すこととなる。なお、本プロジェクトのように、プロジェクト目標が具体的な方

策の提案である場合には、プロジェクトの最終段階になるまで方策は提示されない。また、その方策は、それまでの研究成

果を総合的に分析・考察したうえで取りまとめられることとなる。したがって、プロジェクト目標の達成見込みに関しては、

上述した①研究項目ごとの進捗・成果産出状況、及び②全体の研究体系に照らし合わせた成果産出状況、をレビューするこ

とで代替されると考えられる。 
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り望ましいのではないか。 

なお、JSTの評価の視点では、プロジェクト目標について達成する／しないというよりは、

その達成に向けて、個々の研究項目の達成度と貢献度を％で評価している。 

３）評価５項目 

５項目評価のうち、「妥当性」、「インパクト」、「持続性」については通常の技術協力プロ

ジェクトとおおむね同様の定義に基づいて SATREPS案件を分析し得るが12、「有効性」と「効

率性」については、活動／アウトプット／プロジェクト目標間の関係が通常の技術協力プ

ロジェクトとは異なるケースがあり、分析の視点を変える必要がある。 

例えば、「有効性」については、全体の研究体系に照らし合わせた成果産出状況という視

点からプロジェクト目標達成に向けた研究活動の進捗状況を把握することが可能である。

「効率性」については、投入が着実に研究成果の産出に結び付いているか、または、研究

活動の着実な実施に結びついているか、という視点で検討することが可能である。 

４）技術移転の内容と程度 

研究プロジェクトの活動には、新規性（世界で誰もやっていないこと）が必要であり、

新しい知見は「最新の研究機材と技術がなければ得られない」場合が多い。その一方で、

技術協力として移転される技術は、相手国の技術水準にマッチして、維持管理においても

持続性が期待できることが重要な要素である。これらの 2 つの条件は必ずしも整合してい

ないか、もしくは両立が困難である。 

そのため、SATREPS案件の組み立てにおいては、「相手国に移転されてプロジェクト終了

後も継続されるべき技術分野」と「日本の先端技術、機材を用いて（技術でなく）成果を

移転する分野」に分けて考えるという視点も検討する必要があると思われ、そのうえで、

プロジェクト成果の持続的な活用が可能となる枠組みを検討するのが適当ではないか。 

 

                                                        
12 ただし、持続性については何についての持続性を求めるのかを検討する必要がある。この点については第７章「団長所感」

の（３）「プロジェクトの持続性について」に詳述。 
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第７章 団長所感 
 

（１）プロジェクト全体について 

・本プロジェクトにおいて特筆すべき事項のひとつは、プロジェクトの目的・アプローチ

がエジプト政府の抱える極めて重要な政策課題のひとつであるナイル河の水の有効利用

と合致しているということである。具体的にはナイルデルタへの給水量を削減する際に

見込まれる影響評価と、影響緩和のために検討し得る技術的オプションの提示という課

題に取り組んでおり、有効な研究成果が得られれば効果的にエジプト政府の施策に取り

込まれるものと見込まれる。 

・他方、ナイルデルタ全体の水利用を検討するというスケール感から考えた場合、今回設

定されたプロジェクトの枠組みだけでカバーできるか否か、引き続き検討が必要と感じ

た。 

・プロジェクトでは、水利用に係る大きな要素である水配分、生産性、塩害という 3 要素

を 1 つの軸とし、実験室／試験圃場、メスカ／マルワ、水路、デルタ全体という 4 つの

空間的広がりをもう 1 つの軸として研究活動に取り組んでいる。このうち水路レベルま

では調査サイトで実際にデータを取りながら仮説の設定、検証作業を進めており、デル

タレベルではトータルの水と塩の収支を計測したうえで、調査サイトで明らかにされた

土地利用・水利用と水利用・水収支の因果関係を加え、最終的にデルタ全体の水利用／

土地利用／塩類集積の関係を、モデルを使って評価・予測するという流れで検討が進め

られている。 

・調査サイトにおいて得られたデータは、ナイルデルタ中部の米作地帯を代表しており、

類似の地域への適用は問題なく進められると思われるが、土壌条件、営農条件等の異な

る他の地域への適用においては更なる検証が必要と思われる。この点、エジプト側の評

価委員より指摘があったように、過去にエジプト研究機関によって蓄積されたデータの

評価・活用を検討するのは一案と思われる。 

・ただし、それらデータを活用したうえでも、広大なデルタ地域を評価し、具体的な政策

につなげていくには、他の土壌・作物を有する地域での実際のデータ収集や、プロジェ

クト内で検討されているいくつかの水管理オプション（例えば、メスカレベルでの給水

能力の向上や排水再利用のための排水路の再整備）の試行的な導入を通じた検証などの

取り組みが必要と思われる。これはプロジェクト期間中にすべて行うには過大であり、

むしろプロジェクトの成果を踏まえた次のステップとして（エジプト政府が行うにせよ、

ドナーからの支援を検討するにせよ）実施を検討する事項ではないかと個人的には考え

る。 

 

（２）プロジェクトの進捗について 

・プロジェクト全体の進捗は初期段階で 2 つの理由により遅れている。具体的には、①エ

ジプトの革命及び東日本大震災の影響、②日本側とエジプト側でのコミュニケーション

不足、である。 

・①については不可避な要素であり、プロジェクト側の取り組みで対応できる事項ではな

かった。 
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・②のコミュニケーション不足という点については、エジプト側でローカルコストを負担

する必要性について十分な理解が得られていなかった点、研究計画の形成過程がエジプ

ト側に見えづらく、日本側で一方的に決められたという印象をもっている研究者がいる

という点、の 2 点が確認された。ただしこの 2 点いずれとも研究代表の佐藤教授の精力

的な取り組みによりおおむね改善されつつあり、特に各機関におけるエジプト側研究者

の中核的な人材との人間関係は極めて良好である。また、中間レビュー調査直後の 2012

年 3月 12日には、研究全体の枠組みや今後の方向性について関係者とワークショップを

開催して共有されており、今後ともこうした方向性を強化していく必要があると感じた。 

・②については、SATREPS という新しいスキームについて立ち上げ段階でエジプト側に十

分説明しきれていなかったということが原因となっている。これはプロジェクトチーム

だけの問題ではなく、SATREPS自体の進め方の問題として、JICA/JSTとしても対応を検

討する必要があると思えた。具体的には、日本側と相手国側で過去の共同研究の実績が

十分にない場合、試行的な期間を設けて共同研究の体制づくり、研究コンセプトの共有、

SATREPS スキームに関する理解とローカルコストの確保に関する確認などを進め、実施

体制が整った段階で本格的な採択を行うというステップである。既に JST 側でこのよう

な枠組みが導入されつつあるとのことであり、今後の SATREPS案件検討時においては積

極的な活用を進め、一定のルール化も含めて検討すべきと考える。 

・具体的な研究の進捗という点では、これまでエジプトに存在しなかった研究機材を導入

することで新たな知見が確認されており、この点エジプト側からも評価されている（例

えば、フラックスタワーを用いた渦相関システムによる計測の結果、農地からの蒸発散

において灌漑方式よりも地下水からの寄与が大きい可能性が示唆されている点など）。た

だし、プロジェクト前半での遅れが、残された期間内での研究成果の取りまとめにどの

ように影響するかはプロジェクトチームからの追加的な情報が必要であり、早めの検討

が望まれる。 

・また、今回の評価の中でエジプト側評価委員からは、本プロジェクトで取り組んでいる

ような研究課題は過去に多数の研究蓄積があり、新規性に欠けるとの指摘が再三あった。

これらの発言は研究成果の詳細を十分理解しないうえでの誤解とは思われるが、他方で

プロジェクトとしても、過去の試験データとの整理は必ずしも十分にできていないため、

エジプト側 C/P と連携しつつ、過去の研究成果を整理したうえで本研究の新規性、意義

などと分かりやすく取りまとめ、エジプト側と共有していく取り組みが必要と感じた。 

・また、作物生産に関連する分野における耐塩性の評価手法や、デルタにおける水と塩の

動態のモデリングに関する追加パラメータの入手方法など、エジプト側の委員より有益

なコメントが得られており、今後とも実施可能性も含めて前向きに検討する価値がある。 

 

（３）プロジェクトの持続性について 

・プロジェクト活動終了後の持続性については、本事業は最終的には政府の政策決定プロ

セスに資する研究成果の創出であり、従来 JICAで広く行っている農業系の技術協力プロ

ジェクトにみられるような、農民への技術の普及というステップは必要でない。このた

め、持続性という観点で必要なことは、研究活動が継続され成果を出すということであ

り、そのために必要なものは人材、機材、研究費である。これらのうち機材はプロジェ
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クトで導入済み（修理コストの積み立てという問題は残っている）、人材は引き続きプロ

ジェクトで育成を行う。（若手の育成と日本側とのネットワークづくりを意識すべき）。

研究費については今回エジプト側と議論をした感触からすると、拠出の見込みは相当低

いと言わざるを得ない。他方、必要なコストは研究者本人の人件費以外には、データ収

集に要する旅費、人件費、機材の維持管理費である。機材の維持管理については、今回

導入された機材は化学分析などの機材とは異なり、追加的な試薬や溶媒等を必要としな

いもので、維持管理費はかなり低コストであると考えられる。よって、データ収集に必

要な最低限の人件費が確保できればプロジェクト終了後も研究活動の継続は可能である

と考えられる。政府がプロジェクト終了後にこれらのコストを負担するかどうかは現段

階でエジプト政府に確約を求めるというよりは、プロジェクト後半における研究の成果

と人材育成の結果によって左右されると思われる 

・人材育成については、他ドナーと異なり研究者の追加的な人件費をプロジェクトが負担

できないため、一部のエジプト側研究者の主体的な協力が得られない状況になっている。

人材育成が研究活動の成果及び持続性のカギとなっていることから、この状況は深刻に

受け止める必要がある。これまでのやり取りを聞く限り、エジプト政府から研究者に対

して追加的なインセンティブが支払われると考えるのは現実的でない。むしろ、エジプ

ト側からコメントがあったように、金銭以外のインセンティブをプロジェクトがどれだ

け与えることができるかを真剣に検討する必要があると思われる。具体的にはこれまで

行った機材の供与に加えて、若手研究者を中心とした日本への派遣（短期、長期）、研究

成果を論文としてエジプト側と共同で発表する、などの取り組みに力を入れる必要があ

ると考える。（文部科学省の留学制度との連携も実施可能か検討する価値があるのではな

いか）。 
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